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死亡災害の増加に対応した労働災害紡止対策の徹底について(緊急要請)

労働災害については、死亡者数及び休業4日以上の死傷者数ともに長期的に減少

しきており、平成 21年における死亡者数は 1，075人で、前年比 193人減(

1 5. 2 %)と初めて1， 100人を下回り過去最少となりました。しかしながら、

本年においては、 8月公表の速報値(以下同じ。)において、死亡者数については

574人で前年同期と比べて 66人、 13. 0%もの大幅増加となっており、死傷

者数についても 29，056人と、 604人、 2. 1 %の増加となっています。

その内容を見ると、建設業における墜落・転落、陸上貨物運送事業における交通

事故、今夏の猛暑による熱中症、林業作業中の災害といった特定の死亡災害(以下

「特定災害」という。)の増加が目立っています。

このため、厚生労働省では、このような労働災害の増加傾向に歯止めをかけるべ

く、特定災害その他の労働災害の発生状況を踏まえ、関係事業者に対する指導、関

係事業者団体への重要請、労働災害防止に係る広報を行う等の緊急対策を実施するこ

とといたしました。

このような状況を御理解いただき、貴司体におかれましでも、下記事項に御留意

の上、労働災害防止対策の強化を図るよう、支部、会員事業者等に対する周知啓発、

指導等をお願いします。

言己

1 各業種に共通する事項

経営トップ自らが先頭に立ち、生産量、業務量の増加等に十分に対応した安全

衛生管理体制となっているか、十分な安全衛生活動が行われているかなどを重点

に点検するとともに、墜落・転落災害対策、機械設備等に係る対策の徹底、リス

クアセスメント及びこれに基づく措置の実施、労働者への雇入れ時等の安全衛生

教育を徹底すること。



2 特定災害の防止対策

(1)建設業における墜落・転落災害の防止対策

建設業については、死亡者数が 187人となっており前年同期に比べて 11 

人、 6. 3%の増加となっている。事故の型別の内訳を見ると、墜溶・転落災

害については 81人に達し、前年同期に比べて 19人、 3O. 6%の大幅な増

加となっている。

このため、高さ 2メートル以上の箇所で作業を行う場合には、足場を設置す

る等の方法により作業床を設置することにより、墜落・転落災害防止措置の徹

底を図ること。

また、足場を設置する場合には、改正労働安全衛生規則及び関係通達に基づ

く墜落防止措置を徹底し、足場の組立て及び解体作業に当たっては、作業手順

書に基づく足場の組立・解体作業はもとより、安全帯の使用等を徹底すること

により、足場からの墜落・転落災害防止対策の徹底を図ること。

( 2)陸上貨物運送事業における交通労働災害の防止対策

陸上貨物運送事業における交通事故による死亡者数は47人と大幅に増加

(昨年同期比 17人、 56. 6%増)しており、とりわけ深夜時間帯 (22~ 

5時)に 19人と多発している(昨年同期比 10人、 111%増)。

このような状況を踏まえ、運転業務従事者に対して、睡眠時間の確保に配慮

し、無理のない適正な運転時間による走行計画作成、見直しを行うとともに点

呼等の実施により、睡眠不足等が著しい場合には、運転業務に就かせないなど

の措震について、一層の徹底を図ること。

( 3 )熱中症等の防止対策

職場における熱中症による死亡者数については、今夏の猛暑の影響を受け、

9月 1日時点の速報値で33人(うち建設業 13人、製造業5人、運送業2人、

警備業2人、農業4人、林業1人、その他6人)となっており、極めて高水準

の発生状況となっている。また、熱中症にり患しない場合であっても、暑さに

よる作業中のふらつき、注意力の低下、熱帯夜による疲労の蓄積等が屋外型産

業等における様々な労働災害を発生させていることも懸念される。さらに、す

でに盛夏を過ぎてはいるものの、今後も平年に比べ高温が続くとの気象予報が

ある。

このような状況を踏まえ、平成 21年6月19日付け基発第o6 1 900 1 

号「職場における熱中症の予防について」に基づき、労働者の休憩場所の整備、

作業時間の短縮、水分・塩分の摂取、透湿性及び通気性の良い服装(クールジ

ャケット等)の着用等の対策について、一層の徹底を図ること。



また、暑さによる作業中のふらつき、注意カの低下、熱帯夜による陸自民不足

による疲労の蓄積等が、高所からの墜落・転落、はさまれ・巻き込まれ、交通

事故等の労働災害を誘発させるおそれがあることを併せて周知し、作業開始前

に労働者の健康状態を確認して適正に作業を実施することが困難な状況と認め

られる場合は作業転換を行うとともに、作業開始後は、織長等の作業のリーダ

}が労働者の作業状況をよく確認する等の対策を講ずること。

なお、この際には、 jjlJ添の自主点検表により会員事業場等への周知、啓発等

を図ること。

(4)林業における労働災害防止対策

林業については、死亡者数が 34入に達し、前年同期に比べて 8人、 3O. 

8%の大幅な増加となっているが、間伐作業中の災害が4害IJを占めているほか、

不適切な「かかり木J処理や複数の労働者が比較的接近して作業していたこと

が涼因である災害が発生しており、また、建設業等の他業種からの新規参入を

背景として経験年数が少ない高年齢者が被災する災害が発生している。

林業については、地球温暖化防止対策の観点から平成 24年度までの問、集

中的に間伐作業が実施されることをも踏まえ、今後、秋以降、本格化する間伐

作業における労働災害防止のため、リスクアセスメントの実施、新規就業者等

に対する安全衛生教育の徹底そ図ること。

(5)警備業における労働災害紡i上対策

警備業については、死亡者数が 18人と、前年間期に比べて 7人、 63.6%

もの大幅な増加となっているが、事故の型別に見ると交通事故が 8人(前年周

期比3人増)と最も多い他、はさまれ、巻き込まれによるものが 6人(前年同

期比6人増)となっており、中でも建設工事現場内で重機等に巻き込まれる災

害が多発している。

このような状況を踏まえ、警備業務の契約先等と協議の上、事前に安全を考

慮した業務計画を作成し、その業務計画の内容を交通誘導警備業務に従事する

労働者に徹底すること。

その際には、警備契約書、警備計画書等に基づき行5べき業務の範聞を交通

誘導警備業務に従事する労働者に十分環解させること。



(職場における熱中症予防対蟹(H21.6.19基発第0619001号)自主点検衰)

WBGT値とI立、暑熱環境による熱ストレスの評価を行う暑さ指数で、自然湿球温度、黒球温度、乾球温度から算出します

(温度・濃度が分かれば、裏面表1を用いてWBGT値を推定できます。 )0WBGT億が、 WBGT基準値(裏面表2)を超える

場合には、冷房等によってWBGT値の低減を図るなどの熱中症予防対策を実施してください。

ための農根、通風冷房の設備の設置に努めてください。

i窃係費車場所建獲備じていま:柑泌総制限努偏否認三-山議潟議謀総三ヨ ロはい口[]L、いえ;
高温多湿な一作業場所め近隣…ニコ京U'休憩場所つや二身体を治やすこ正のできる設備を設f:飲1挙ぽ(])循郁子山等五存苦王ヂ叩

努めてください。

業を避ける、作業場所を変更する等の作業管理に努めてください。

融選盟護霊霧麓癒麗震盟謹露
熱中症の発生リスクには、熱への順化(熱に慣れ当該環境に適応すること)の有無が大きく影響することを踏まえて、新たに

高温多湿な作業に従事する場合には、計画的な熱への順化期間を設けるよう努めてください。

※ j暖化期間の例:)1固化していない状態から7日以よかけて、熱へのぼ〈露時間(作業時間)を次第に長くするe

後の摂取及び作業中の定期的な摂取を徹底してください。(塩分等に制限のある労働者については、主治医産業医等に相

談してください。)
※水分・塩分捜取量の目安:0.1-0.2%の食塩水、ナトリウム40-80mg/100tTu!のスポーツドリンク文は経口構水液等を20-30分ご
とにカップ1-2杯程度摂取する。

…暫

甑返還臨書道玄íþ}j{(fa".F.窓~踊艦長率易額種郵醤留置麗讃題彊甑題態語翻麗語翻趨繊滋鰭騒醤綴趨鹿野

健康診断で異常所見があると診断された場合には、医師等の意見を聴き、必要があると認めるときには、就業場所の変更・

作業の転換等適切な措置を講ずることが、事業者に義務付けられていることに留意し、これらの徹底を図ってください。
※糖尿、高鳳庄、心疾患、腎不全、精神・神経関係疾患、広範囲の皮膚疾患などは、熱中症の発症に影響を与えるおそれがあります。

E主主制輔副臨.-"~~軍軍蓋在理想lË脇被咽醐醐棚醐醐園田園盟盟F 口はい口L

陵眠不足、体調不良、前日等の飲酒、朝食の未摂取、感冒等による発熱、下痢等による脱水等は熱中症の発症に影響を

与えるおそれがあることから、呂常の健康管理について指導を行うとともに、必要に応じて健康相談を行ってください。

また、熱中症の発症1::4.影響を与えるおそれのある疾患の治療中等の場合I立、事業者に申し出るよう指導してください。

盤調都宮~重量盛儀臨時温厚掠E事選31

※仇V"，咽同国 間‘V/lcfo，、開ιι1:1-..)'.，.}l-C-I.J'!K.I':!oC"'-日 ν山句。):;70 眠、フロ

ョ心機能が正常な労働者について、 1分間の心拍数が継嚇して(180-年齢)闘を超えている
・作業強度.(])ピークの1分後の心拍数が120自在超えている ・休憩中等の体温が作業開始前の体混に戻らなか
・作業開始前より1.5%を超えて体重が減少している ・急激で激しい疲労感、悪心、めまい、意識聾失等の症状が発現

-l..Ji;im，計主宰蓄量.



f子ってください。

表1:WBGT値と気温、棺対混度との関係
(巴本生気象学会「白常生活における熱中症予防指針JVer.12008.4から。)

注意 警戒 厳重警戒 危険
25"C未満 25-28'C 28-31"C 31 "c以上

※危険、厳重警戒等の分類l立、日常生活の上での義準であって、労働の場における熱中症
予防の基準には当てはまらないことに注意が必要です。

図E熱中重量の教急措置(現場での応急処置)

熱中症在疑う症状:

めまい・失神、筋肉痛筋肉の硬蔵、大量の発汗

頭痛気分の不快吐き気噛吐倦怠感・鹿脱感

意識障害・撞費量・手足の運動障害、高体温

※上記以外にも体請が悪化するなどの場合には、必要に応じて、救急隊を
要請するなどにより、医療機関へ搬送することが必要であること。

表2:身体作業強度!こ応じたW臼GT基準値

[一規…同rWBGTAI-VA指一

一こ同一代謝率一…吋
換えて作成したもの。

WBGT基準値

熱に順
熱に雌

身体作業強度(代謝率レベル)の例 イじLて
イじして

いない
いる人

人℃

。安静 33 32 

楽な座位、鞍い手作業(書く、空イピン

ゲ、描く、縫う、簿記入手及び腕の作

1 
業(小さいベンチツール、点検、組立て
や軽い材料の区分け〉、続と脚の作業

謝率低代

(普通の状態での乗り物の運転、足の
30 29 

スイッチやベダルの操作)、立位、ドリ

ル(小さい部分)、フライス盤〔小さい部

分)、コイル巻き、小さい電気子巻音、
小さい力の道異の機械、ちょっとした歩

き(速さ3.5km/h)

継続した顔と腕の作業(くぎ打ち、盛

2 
土)、腕と脚の作業(トラッウのオフロー

ド操縦、トラウター及び建設車両)、腕
と胴体の作業(空気ハンマの作業、卜

ラヲ$1一組立て、しっくい譲り、中くらい
28 26 

の震さの材料を断続的に持つ作業、

草むしり、草堀り、果物や野菜を檎

む)、軽最な荷車や手押し車を押したり
引いたりする、 3.5-5.5km/hの速さで
歩く，鍛造

気流在 気流を
強度の腕と胴体の作業、蓑い材料を 感じな 感じな

3 運ぷ、シャベルを使う、大ハンマ 作 いとき いとき

謝率高代

業、白こぎりをひに硬い木にかんなを 25 22 
かけたりのみで彫る、草刈り、掘る、 5.5
-7km/hの速さで歩〈、重い荷物の荷 気流を 気流を
車や手押し車を押したり引いたりする、 感じる 感じる
鋳物を出11る、コンヲリートブJ:l'Yウ在積む とき とき

26 23 
気流を 気流を

4 
感じな 感じな

最大速度の速さでとても激しい活動、
いとき いとき

極誠率高代

おのを握るう、激しくシャベルを使ったり
23 18 

掘ったりする、階段を蒙る、走る、 7km
気流を 気流を

/hより速く歩く
感じる 感じる
とき とき

25 20 

[ ※?f:草石おM…下閣…記
えて〈ださい。 1

ニ層の布(織物)製服 +3 
SMSポリプロピレン製つなぎ'ß~ +0.5 
ポリオレフィン布製つなぎ服 +1 
限定用途の蒸気不浸透性つなぎ服 +11 ) 



匿二三割

平成 22年 8月速報における死亡災害発生状況等の分析について

|I 死亡災害の発生状況の概況|

1.平成 22年 8月7日現在、全産業の死亡災害は 574人で、前年同期に比べて 66人、 13 

2笠皇卑している(死傷災害については、平成 22年6月末現在、 29，056人で、前年同

期に比べて 604人、 2. 1 %増加している。)。

2. これを業種別にみると、製造業では 96人となっており前年同期に比べ5人、 5. 5%増

加、建量圭では 187人となっており前年同期に比べ 11人、 6. 3単議迎、藍よ菓強運送

呈童では 80人となっており前年同期に比べ26人、 48. 1 %増加、韮圭では 34人とな

っており前年同期に比べ8人、 30. 8 %増加している。

また、その他の業種では、農茎が 11人(熱中症3人を含む)となっており前年同期に比

べて旦ム撞盟、童盤童が 18人となっており前年同期に比べてヱム撞恕している。

表1 死亡災害発生状況(人)平成22年B月7日現在

平成22年(1月-7月) 平成21年(1月-7月) 平成20年(1月-7月) 対21年比較

業 穣 死亡者数(人)構成比拘.)死亡者数(人)構成比作.)死亡者数(人)構成比(軸)増減数(人)増減車伺色)

全 産 業 574 100.0 508 100.0 645 100.0 66 13.0 

製 造 業 96 16.7 91 17.9 137 21. 2 5 5.5 

鉱 業 4 0.7 7 1.4 6 0.9 -3 -42.91 

建 設 業 187 32.6 176 34.6 211 32. 7 11 6.3 

交通運輸業 7 1.2 2 0.4 19 2.9 5 250.0 

陸上買物運送業 80 13.9 54 10.6 75 11.6 26 48.1 

港湾荷役業 3 0.5 3 0.6 3 0.5 。 。。
林 業 34 5.9 26 5.1 23 3.6 B 30.8 

そ の 他 163 28. 4 149 29.3 171 26.5 14 9.4 

3.業種、事故の型別に分類すると、熱中症によるものが 17人(とくに建設業においては8

ム)となっており前年同期に比べ 16人(建設業においては7人)増加している。また、墨

設業における墜落・転落災害は81人となっており前年同期に比べ19人、 30目 6 %増加、

陸上貨物運送事業における交通事故(道路)は47人となっており前年同期に比べ 17ム」

豆豆一ユ単盟理している。また、警備業におけるはさまれ・巻き込まれが6人となっており、

前年同期に比べて立ム謹製している。この4型の災害で、死亡災害が 58人増加している(表

2)。



表2 業種、事故の型jJlJ死亡災害発生状況(人、対前年同期比)平成22年8Jl 7日現在

堕 転 激 飛 期 融 込は 切 踏 お と高 と有 感 曙 暗 火 (宜 (主 理動 そ 分 合

落 倒 提 来 壇 提 まさ れ 誼 !正 由温 の害 電 発 裂 提 選通 そ通 な作 の 類 計

さ れま き れ 盛 撞物 路事 の事 動の 他 司ミ

転 落 個 れ れこ 触低触 銀 他故 作E 能
高 下 壇 巻す 遭 動

きれ 物 無

全産業 18 71 -2 2 ー4 12 4 01 -6 18 2 o 2 2 -2 12 3 。5 。66 

製造業 Z 2 。2 6 -4 o 。。21 -4 01 -1 ー3 。。2 。5 

鉱業 4 o 。。。。。o o o 。。。。。。 。o 。o -3 

建設業 19 5 -2 一51-11 -6 2 2 01 -3 9 6 。。 21 -6 -2 o 。。11 
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iz町業種、事故の型別の分析|

1 .熱中症災害

立旦ヱ旦までに発生した熱中症による死亡者数はよヱ主主であり、前年同期に比べて 16名

増加している。(労働衛生課による速報では、平成22年9月1日現在で熱中症による死亡者

は立立患を確認している。)

2. 建設業における墜簿・転落災害

(1)建設業における墜溶・転落災害81人を起因物別にみると、足場が 19人で前年間期と比

べて 7人増加、建築物・構築物が 14人で前年間期に比べて 7人増加、はしご等の用具が 1

2人で前年間期に比べて 8人増加している(表 2)。

足場からの墜落・転落は、うち 9人が手すり先行工法を適用することができないつり足場

の総立て・解体作業中に発生しており、さらにこのうち 8人が橋梁の改修等の際に発生して

いるものであるが、これら災害による前年同期の死亡者はO人である。

建築物・構築物からの墜落災害は、電柱、鉄塔等様々な場所から墜落しているが、なかで

も梁上から 3人が墜落している。また、用具からの墜務災害の内訳については、はしごが B

人、脚立が4人で、このうち作業中が 6人、昇降中が 6人であった。



表3 建設業における墜落・転落災害(起因物別) (単位.人)

(平成2.2.年8月7日現主)

起因物 H22 H21 増減

14 建設機械等 B 4 

21 動力クレーン等 3 

22 動力運搬機 2 1 

35 官軍気設備 。
37 用具 12 4 

+4 

ー-2

+1 

+1 

+8 

411 足場 19 12 I +7 

413 階段、さん橋 。 3 -3 

414 関口部 3 5 ー2

415 屋根、 l土り、もや、けた、合掌 14 12 +2 

416 作業床、歩み板 。 4 -4 

417 通路 。
418 建築物、構築物 14 7 +7 

419 その他の仮設物、建築物、構築物等 4 1 +3 

71 環境等 3 5 ー2

81 62 +19 
」一

( 2)建設業における死亡災害を土木・建築等の別でみると、土木が 69人で、前年同期に比べ

て11人減少、建築が 72人で、前年同期に比べて 5人増加、設備投資等のその他建設業が

46人で、前年同期に比べて 15人増加している。これは、土木等の政府建設投資は減少傾

向にある中、民間住宅投資、設備投資等の民間非住宅建設投資は回復基調にあることと傾向

が一致している(表4)。

表4 建設投資の推移(名目)((財)建設経済研究所)) 

(対前年開銅抑tJ'等n
年度 :WOS(昆込み} 2∞19(見込み}

凶S全i朝 毛ゅ6 7-9 10-11 1 "3 毛刷6 7"9 10喝 12 1祢3

建設投資 主純生 33ちも 3.1% 43出 -103毛急 15.;;% 12明る ~1A~4 

{申 需主J(1建設投資 --6.3% l昔% .6.4% 29'% 8.9写ら u弘 主5% 2.1ちる
，，< BJ商紘宅投資 14.61九 -1.'9% 13.7% 心2% 7Jお HU% 22ち毛 145% 

率 民間非f主宅t事設投資 19.(出 15.1% 5.7斗b 9.7号沿 -29.1叫 -29.1% 竺22.3% 11密主

年度 201色{見過し) 2O1l (見通し}

凶学持i 牛革 7何 9 10ψ12 1'3 十6 F9 10'12 1 "3 

鵠青空股資 白.6.11}も 古一軒も 在1'% -6..9句も -1郡込 25弘 3.3巧主 ヨ書留ゐ

f事孜前建設投資 75警告 193% 22.'1弘 2l~も 21.2咋 匂10.8弘 3.8内省 3.(臥

，y. E込判住宅投資 8.2% 27% 3.71}ー 2.8男為 7核地 ゑ持。 4.5日 L~急

事 民羽非住宅謹設投資 1.4% 21首 3.6ちら 4.2~金 型都@ 11.3% .. 11.9弘 主計る

i%:)20(}).l年度手でi土、E置土交通嘗♂平時t22宝f-E主建設投資見通し」よv.，



3 陸上貨物運送事業における交通事故災害

(1)平成 22年 1月から 7月までの交通事故全体による死亡者数は 3，71 7人であり、前年

度同期の 3，633人と比べて、 84人 (2. 3 %)増加しているのに対し、監よ草盟運送

事業における交通事故(道路)は47人となっており前年同期に比べ 17人、主主ーユ急援

恕している。この問、トラックによる輸送量は、平成 21年 11月から連続して前年同月を

上回っている(図1)。
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関 1 輸送トン数の前年同月比(国土交通省)

(2) 陸上貨物運送事業における交通事故安その発生時間帯ごとに分けると、いわゆる深夜業と

される 22時から 5時までの関が 19人で前年度同期の 9人に比べて、大幅に増加している

(表 5)。また、発生状況をみると追突事故が多くなってLるo

表5 陸上貨物運送事業における交通事故(時間帯別) (単位ー人)(平成22年B月7日現在)

4. その他

(1)製造業

時間帯

22時-24(0)時

o時-5時

5時-8持

8時-12ft寺

1 2時-16詩

1 6時-20時

20時:""22時

H22年 H21年 増減

自 5 

13 8 5 

9 8 

4 5 

6 5 

7 2 5 

2 

製造業における死亡者数は 96人となっており前年同期に比べ5人、 5. 5%増加してい

る。この問、鉱工業生産指数は前年同月比 18. 2~31. 3%のベースで回復してきてお

り(図 2)。
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図2 鉱工業生産指数等の推移

(2)林業

林業における死亡者数は 34人と前年同期と比べ8人、 3O. 8%増加している。このう

ち15人が間伐作業中に被災しておりうち、 8人については例年、間伐作業があまり活発に

行われない4月から 7月に被災している。また、 34人のうち経験年数が 3年未満の者は 1

O人おり、このうち年齢が 50代以上の者が 8人を占めている。林業については、建設業等

の他業種からの新規参入(図 3)が増えている傾向にある。
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図3 林業への新規就業者数

( 3)警備業におけるはさまれ・巻き込まれ災害

工事現場等における交通誘導等の業務に従事していた警備業に従事する労働者が、建設

機械、運搬機等にはさまれ・巻き込まれて死亡する災害が 6件発生している。被災した労

働者はいずれも高齢者 (51~70歳)である特徴もある。これらは前年同期では発生し

ていなかった災害である。



都道府県労働局長殿

基発0906第2号

平成 22年9月 6日

厚生労働省労働基準局長

(公印省路)

死亡災害の増加に対応した労働災害防止緊急対策の実施について

労働災害については、死亡者数及び休業4日以上の死傷者数ともに長期的に減少しきて

おり、平成21年における死亡者数は 1，075人で、前年比 193人減(-15. 2 %) 

と初めて 1， 1 00人を下回り過去最少となったところである。

しかしながち、本年においては、 8月公表の速報値(以下問じ。)で死亡者数が 574

人に達し、前年同期に比べて 66人、 13. 0%の大幅な増加となっている。同様に死傷

者数についても、 6月末現在の速報値で 29，056人に達し、前年同期に比べて 604

人、 2. 1 %の増加となっている。

その内容を見ると、建設業における墜落・転落、陸上貨物運送事業における交通事故、

今夏の猛暑による熱中症、林業作業中の災害といった特定の死亡災害(以下「特定災害J

という。)等の増加が目立っている。

このため、このような労働災害の増加傾向に歯止めをかけるべく、下記事項に留意の上、

特定災害その他管内の労働災害発生状況を踏まえ、監督指導、個別指導等の実施、関係事

業者団体への要請、労働災害防止に係る広報を行う等の労働災害防止緊急対策を実施され

たい。

なお、 73IJ添のとおり関係団体に緊急要請しているので留意されたい。

おって、本年6月 18 Sに閣議決定された新成長戦略においては、 「労働災害のない社

会を目指しつつ、労働災害発生件数を 2020年度までに 30%引き下げる。」との目標

が掲げられたこと、本年度に新たに設置された労働政策審議会点検評価部会において、上

記閣議決定に関連して、 2010年度の行政目標として労働災害発生件数(休業4日以上

の死傷災害)の 3%削減(対前年)を掲げているので、この点にも留意して積極的に対策

を推進されたい。



記

1 管内状況の把握と対策の推進

管内の労働災害について、業種別、事故の型別、起因物別等の発生状況を分析し、そ

の状況を踏まえた実効ある対策を講じること。

なお、労働災害の発生件数は、毎年1月から 12月で集計していることから、平成2

2年については残すところ 3分の 1を切っていることを踏まえ、迅速な対応を図ること

に留意すること。

2 特定災害への対応

以下により重点的な対策に取り組むこと。

(1)建設業における墜落・転落災害

建設業については、死亡者数が 187人となっており前年同期に比べて 11人、 6.

3%の増加となっている。事故の型別の内訳を見ると、墜落・転手喜災害については8

1人に達し、前年同期に比べて 19人、 3O. 6%の大幅な増加となっている。この

ため、労働災害が増加傾向にある都道府県労働局にあっては、年間計画に予定されて

いる建設業に対する監督指導、個別指導等について、対象となる工事の進捗状況をも

念頭に置きつつ、実施時期を早めて実施するなどにより、墜落・転落災害防止対策の

徹底等を図ること。

( 2 )陸上貨物運送事業における交通労働災害

陸上貨物運送事業における交通事故による死亡者数は47人と大幅に増加(昨年同

期比 17人、 56. 6%増)しており、とりわけ深夜時間帯 (22~ 5時)に 19人

と多発している(昨年周期比 10人、 111%増)。

このため、陸上貨物運送事業の事業者に対して、運転業務従事者の睡眠時間の確保

に配慮した無理のない適正な運転時間による走行計商の作成、見直しを行うとともに

点呼等の実施により運転業務従事者の睡眠不足等が著しい場合には運転業務に就かせ

ない等睡眠不足や過労運転による交通労働災害の防止について重点的に指導するこ

と。

また、 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」等に係る指導にも留意す

ること。

( 3 )熱中症等

職場における熱中症による死亡者数については、今夏の猛暑の影響を受け、 9月1

日時点の速報値で 33人(うち建設業 13入、製造業5人、運送業2人、警備業2人、



農業4人、林業 1人、その他6人)となっており、極めて高水準の発生状況となって

いる。また、熱中症にり患しない場合であっても、暑さによる作業中のふらつき、注

意力の低下、熱帯夜による疲労の蓄積等が屋外型産業等における様々な労働災害を発

生させていることも懸念される。また、すでに盛夏を過ぎてはいるものの今後も平年

に比べ高温が続くとの気象予報がある。

このような状況を踏まえ、平成 21年 6月 19日付け基発第o6 1 900 1号「職

場における熱中症の予防についてJに基づき、労働者の休憩場所の整備、作業時間の

短縮、水分・塩分の摂取、透湿性及び通気性の良い服装(クーノレジャケット等)の着

用等の対策の徹底を指導すること。

また、暑さによる作業中のふらつき、注意力の低下、熱帯夜による睡眠不足による

疲労の蓄積等が、高所からの墜落・転落、はさまれ・巻き込まれ、交通事故等の労働

災害を誘発させるおそれがあることを併せて周知し、作業開始前に労働者の健康状態

を確認して適正に作業を実施することが困難な状況と認められる場合は作業転換を

行うとともに、作業開始後は、職長等の作業のリーダーが労働者の作業状況をよく確

認する等の対策を講ずQょう指導すること。

なお、指導の際には、別添の自主点検表を活用すること。

(4)林業

林業については、死亡者数が 34人に達し、前年同期に比べて 8人、 3O. 8%の

大幅な増加となっているが、間伐作業中の災害が4'1を占めているほか、不適切な「か

かり木」処理や複数の労働者が比較的接近して作業していたことが原因である災害が

発生しており、また、建設業等の他業種からの新規参入を背景として経験年数が少な

い高年齢者が被災する災害が発生している。

林業については、地球温暖化防止対策の観点から平成24年度までの問、集中的に

間伐作業が実施されることをも踏まえ、今後、秋以降、本格化する間伐作業における

労働災害防止のため、リスクアセスメントの実施、新規就業者等に対する安全衛生教

育の徹底について重点的に指導すること。

( 5 )警備業

警備業については、死亡者数が 18人と、前年同期に比べて 7人、 63. 6%もの

大幅な増加となっているが、事故の型別に見ると交通事故が 8人(前年同期比3人増)

と最も多い他、はさまれ、巻き込まれによるものが 6人(前年同期比6人増)となっ

ており、中でも建設工事現場内で重機等に巻き込まれる災害が多発している。

このような状況を踏まえ、警備業の事業者に対して警備業務の契約先等と協議の上、

事前に安全を考慮、した業務計画を作成し、その業務計画の内容を交通誘導警備業務に



従事する労働者に徹底すること及びその際には、警備契約書、警備計画書等に基づき

行うべき業務の範囲を交通誘導警備業務に従事する労働者に十分理解させるよう指導

すること。



別添

基発 o9 0 6第 l号

平成 22年 9月 6日

業界団体の長

労働災害防止団体の長殻

厚生労働省労働基準局長

死亡災害の増加に対応した労働災害防止対策の徹底について(緊急要請)

労働災害については、死亡者数及び休業4日以上の死傷者数ともに長期的に減少

しきており、平成 21年における死亡者数は1， 075人で、前年比 193人減(-

15. 2 %)と初めて 1，100人を下回り過去最少となりました。しかしながら、

本年においては、 8月公表の速報値(以下同じ。)において、死亡者数については

574人で前年同期と比べて 66人、 13. 0%もの大福増加となっており、死傷

者数についても 29，056人と、 604人、 2. 1 %の増加となっています。

その内容を見ると、建設業における墜落・転落、陵上貨物運送事業における交通

事故、今夏の猛暑による熱中症、林業作業中の災害といった特定の死亡災害(以下

「特定災害」という。)の増加が目立っています。

このため、厚生労働省では、このような労働災害の増加傾向に歯止めをかけるべ

く、特定災害その他の労働災害の発生状況を踏まえ、関係事業者に対する指導、関

係事業者団体への要請、労働災害防止に係る広報を行う等の緊急対策を実施するこ

とといたしました。

このような状況を御理解いただき、貴団体におかれましでも、下記事項に御留意

の上、労働災害防止対策の強化を図るよう、支部、会員事業者等に対する周知啓発、

指導等をお願いします。

コい同寺一一ロ

1 各業種に共通する事項

経営トップ自らが先頭に立ち、生産量、業務量の増加等に十分に対応した安全

衛生管理体制となっているか、十分な安全衛生活動が行われているかなどを重点

に点検するとともに、墜落・転手喜災害対策、機械設備等に係る対策の徹底、リス

クアセスメント及びこれに基づく措置の実施、労働者への濯入れ時等の安全衛生

教育を徹底すること。



別添

2 特定災害の防止対策

(1)建設業における墜落・転落災害の防止対策

建設業については、死亡者数が 187人となっており前年同期に比べて 11 

人、 6. 3 %の増加となっている。事故の型別の内訳を見ると、墜落・転落災

害については81人に達し、前年同期に比べて 19人、 3O. 6%の大幅な増

加となっている。

このため、高さ 2メートノレ以上の箇所で作業を行う場合には、足場を設置す

る等の方法により作業床を設置することにより、墜落・転落災害防止措置の徹

底を図ること。

また、足場を設置する場合には、改正労働安全衛生規則及び関係通達に基づ

く墜落防止措置を徹底し、足場の組立て及び解体作業に当たっては、作業手順

書に基づく足場の組立・解体作業はもとより、安全帯の使用等を徹底すること

により、足場からの墜落・転落災害防止対策の徹底を図ること。

(2)陸上貨物運送事業における交通労働災害の妨止対策

陸上貨物運送事業における交通事故による死亡者数は47人と大幅に増加

(昨年同期比 17人、 56. 6 %増)しており、とりわけ深夜時間帯 (22~ 

5時)に 19人と多発している(昨年同期比 10人、 111%増)。

このような状況を踏まえ、運転業務従事者に対して、睡眠時間の確保に配慮

し、無理のない適正な運転時間による走行計画作成、見直しを行うとともに点

呼等の実施により、睡眠不足等が著しい場合には、運転業務に就かせないなど

の措置について、一層の徹底を図ること。

( 3 )熱中痕等の防止対策

職場における熱中症による死亡者数については、今夏の猛暑の影響を受け、

9月 1日時点の速報償で 33人(うち建設業 13人、製造業5人、運送業2人、

警備業2人、農業4人、林業 1人、その他6人)となっており、極めて高水準

の発生状況となっている。また、熱中症にり患しない場合であっても、暑さに

よる作業中のふらつき、注意力の低下、熱帯夜による疲労の蓄積等が屋外型産

業等における様々な労働災害を発生させていることも懸念される。さらに、す

でに盛夏を過ぎてはいるものの、今後も平年に比べ高温が続くとの気象予報が

ある。

このような状況を踏まえ、平成 21年 6月 19日付け基発第0619001

号「職場における熱中症の予防について」に基づき、労働者の休憩場所の整備、

作業時間の短縮、水分・塩分の摂取、透湿性及び通気性の良い服装(クールジ

ャケット等)の着用等の対策について、一層の徹底を図ること。
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また、暑さによる作業中のふらつき、注意力の低下、熱帯夜による睡眠不足

による疲労の蓄積等が、高所からの整落・転落、はさまれ・巻き込まれ、交通

事故等の労働災害を誘発させるおそれがあることを併せて周知し、作業開始前

に労働者の健康状態を確認して適正に作業を実施することが困難な状況と認め

られる場合は作業転換を行うとともに、作業開始後l土、職長等の作業のリーダ

ーが労働者の作業状況をよく確認する等の対策を誘ずること。

なお、この擦には、別添の自主点検表により会員事業場等への周知、啓発等

を図ること。

(4 )林業における労働災害防止対策

林業については、死亡者数が 34人に達し、前年同期に比べて 8人、 3O. 

8%の大幅な増加となっているが、間伐作業中の災害が4苦手lを占めているほか、

不適切な「かかり木j処理や複数の労働者が比較的接近して作業していたこと

が原因である災害が発生しており、また、建設業等の他業種からの新規参入を

背景として経験年数が少ない高年齢者が被災する災害が発生している。

林業については、地球温暖化防止対策の観点から平成 24年度までの問、集

中的に間伐作業が実施されることをも踏まえ、今後、秋以降、本格化する間伐

作業における労働災害防止のため、リスクアセスメントの実施、新規就業者等

に対する安全衛生教育の徹底を図ること。

( 5 )警備業における労働災害防止対策

警備業については、死亡者数が 18人と、前年同期に比べて 7人、 63.6% 

もの大憾な増加となっているが、事故の裂別に見ると交通事故が 8人(前年同

期比 3人増)と最も多い他、はさまれ、巻き込まれによるものが 6人(前年周

期比 6人増)となっており、中でも建設工事現場内で重機等に巻き込まれる災

害が多発している。

このような状況を踏まえ、警備業務の契約先等と協議の上、事前に安全を考

慮した業務計画を作成し、その業務計画の内容を交通誘導警備業務に従事する

労働者に徹底すること。

その際には、警備契約書、警備計画書等に基づき行うべき業務の範囲を交通

誘導警備業務に従事する労働者に十分理解させること。



(職場における熱中症予防対策(H21.6.19基鱒0619∞1号)自主点検毒)

議運騒t
WBGT債とI土、暑熱環境による熱ストレスの評価を行う暑さ指数で、自然混球温度、黒球温度、乾球温度から算出します

(温度・湿度が分かれば、裏面表1を用いてWBGT値を推定できます。 )0WBGT値が、 WBGT基準備(裏面表2)を超える

場合には、冷房等によってWBGT健の低減を図るなどの熱中症予防対策を実施してください。

ための屋根、通風・冷房の設備の設置に努めてください。

努めてください。

業を避ける、作業場所を変更する等の作業管理に努めてください。

暗雲韓関瞬間塑轄麟l尚樹君臨時珊口はい

熱中症の発生リスクには、熱への順化(熱に慣れ当該環境こ適応すること)の有無が大きく影響することを踏まえて、新たに

高温多湿な作業に従事する場合には、計画的な熱への順化期間を設けるよう努めてくださいロ

※ JIIIi化期間の例:順化していない状態から7日以上かけて、熱へのlt<露持間(作業時間)を次第に畏くする。

かわら
後の摂取及び作業中の定期的な摂取を徹底してください。(塩分等に制限のある労働者については、主治医・産業医等に桔

談してください。)
※水分・塩分摂取量の目安 O目1-0.2%の食塩水、ナドJウム40-80mg!100msのスポーツドリンウ又は経口補水液等を20-30分ご
とにカップ1-2杯程度摂取する.

…置!

監護霊自産語部斑lit認乏謹盟百聴率車種橿語種種語翻麗鱒讃態櫨盤輯種融癒輔盤輔聾輯理砂

1~!主賓E

健康診断で異常所見があると診断された場合同立、医師等の意見を聴き、必要があると認めるときには、就業場所の変更=

作業の転換等適切な措置を講ずることが、事業者に義務付けられていることに留意し、これらの徹底を図ってください。
※糖尿、商取圧、心疾患、腎不余、精神・神経関係疾患広範鴎の皮膚疾患など1立、熱中症の発症に影響を与えるおそれがあります。

ヨ福間電E構造~:若田i翠;]賀福聴語E忌胃

睡眠不足、体調不良、前日等の飲酒、朝食の未摂取、感冒等による発熱、下痢等による脱水等は熱中症の発症に影響を

与えるおそれがあることか弘日常の健康管理について指導を行うとともに、必要に応じて健康相談を行ってください。

また、熱中症の発症に影響を与えるおそれのある疾患の治療中等の場合は、事業者に申し出るよう指導してください。

~':書虫頭部盗事.0"遺留品三F 

※次の場合は熱へのIt<露を止めることが必要とされている兆候です。
-心機能が正常な労働者について、 1分間の心拍数が継続して(180ー年齢)閏を超えている
・作業強度のピーウの1分後の心拍数が120回を超えている ・休憩中等の体温が作業開始前の体温に戻らない
・作業開始前より1.5%を超えて体重が減少している 圃急激で激しい疲労感、悪心、めまい、



行ってください。

表1:WBGT値と気温、相対湿度との関係
(日本生気象学会「日常生活における熱中症予防指針JVer.1200B.4から。)

|対 i度(%
J¥ 、 6Q' 足元

40 3D 34 36 1 3 39 142 

39'、 33 35 I 36 38 14 
子38 28129130 3' 35 3 39 40141 

ゴ37三 28 1 29 1 29 旧 35 3， 38 39 1 40 

e雪 29 1 29 I 33 I 3i 1 38 1 39 

ご*~5' 26 28 1 29 32 3' 36 37 1 38 

25 27 1 28 3 3， 35 36 1 37 

品iC0)シ、:1隆13323生321911包41222242 上

I 25 1 26 1 27 1 28 29 1 30 1 31 1 32 1 32 34 35 35 1 36 
25 I 26 I 21 28129 1 30 1 31 131 33 34 34 1 35 

'3 1 24 1 24 1 25 1 26 I 30 1 30 32 34 
22 1 23 1 24 1 24 1 25 29 32 1 33 

24124 29 32 
狩守1'28'120 121 1 23 1 23 1 24 28 1 28 30 1 3 
匂"(，:27t 19120 22 1 23 1 23 27 I 2i 29 I 30 

20 1 21 1 22 1 2 24 1 24 1 25 28 1 28 
20120121 23 1 23 1 24 27 1 2， 

18 1 19 22 1 22 25 26 1 26 
17 1 18 21 1 22 24 25 1 25 

20 1 21 23 24 1 24 
16 I 16 18 19 1 20 I 21 I 22 23 1 23 

| 警戒 | 危険
25"C未満 25-2B"C 2B-31"C 31"C以上

※危険、厳重警戒等の分類I立、日常生活の上での基準であって、労働の場における熱中症

予防の基準には当てはまらないことに注意が必要です。

図:熱中症の救急措置(現場での応急処置)

意識は清明である

熱中症を疑ラ重量状

めまい失神、筋肉痛・筋肉の硬直、大貴の発汗
頭痛気分の不快耽き気曜吐・倦怠感虚脱感

意識障害ー窪準'手足の運動障害、高体混

閲復する

※上記以外にも体調が悪化するなどの場合には、必要に応じて、救急隊を

要請するなどにより、医療機関へ搬送することが必裂であること。

表2:身体作業強度に応じたWBGT基準値

一に 同一 代耕 一…端ll同工業一哨属一…一準

換えて作成したもの。

WBGT基準値

熱に脹
熱に順

身体作業強度(代謝率レベル)の例
化Lなて化して
L、い

いる人
人℃

。安静 33 32 

楽な座位、軽い手作業(書く、空イピン

グ、描〈、縫う、簿記入手及び腕の作

業(小さいベンチツル、点検、組立て
や軽い材料の区分It)、腕と脚の作業

低代謝率

(普通の状態での乗り物の運転、足の
30 29 

スイッチやベずルの操作〉、立位、ドリ
jレ(小さい部分)、フライス盤(小さい部

分)、コイル巷き、小さい電気子巻き、

小さし、力の道具の機械、ちょっとLた歩

き〈速さ3.5km/h)

継続した頭と腕の作業(くぎ打ち、疲

2 
土)、腕と脚の作業(トラッウのオフロー

ド操縦、トラウ告 及び建設車両)、腕
と胴体の作業(空気ハンマーの作業、ト

ラウ骨一組立て、しっくい塗弘中くらい
2B 26 

の重さの、材草料堀を断続的!こ持つ作業、
草むしり り、果物や野菜を摘

む〕、軽量な荷車や手押し車を押したり

引いたりする、 3.5-5.5km/hの速さで

歩く鍛造

気流を 気流を
強度の腕と腕体の作業、重い材料を 感じな 感じな

3 運ぶ、シャベルを使う、大ハンマ 作 いとき いとき

謝E高代韓

業、のこぎザをひく、硬い木にかんなを 25 22 
かけたりのみで彫る、草刈り、掘る、 5.5

-7km/hの速さで歩く、重い荷物の荷 気流を 気流を

車鋳物や手を削押るし、車コをン押ウしたり苦iいたりする、 感じる 感じる
リートブロッウを積む とき とき

26 23 

気流を 気流を

4 
感じな 感じな

いとき いとき

極高代謝本

最大速度目速さでとても激しい活動、
23 18 

おのを掻るう、激しくシャベルを使ったり

掘ったりする、階段在萱る、走る、 7km
気流を 気流を

/hより速く普く
感じる 惑じる
とき とき

25 20 

["※プf;お灯一一下司雨一記劃のえて〈ださい。

ニ層の布(織物)製服 +3 

8M8ポリプロピレン製つなぎ阪 +0.5 
ポリオレフィン布製つなぎ服 +1 

限定用途の蒸気不浸透性つなぎ服 +11 
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平成 22年 8月速報における死亡災害発生状況等の分析について

|I 死亡災害の発生状況の概況|

1 平成 22年 8月7日現在、全産業の死亡災害は 574人で、前年周期に比べて 66人、土 3.

♀笠撞恕している(死傷災害については、平成 22年6月末現在、 29，056人で、前年同

期に比べて 604人、 2. 1 %増加している。)。

2. これを業種別にみると、製造業では 96人となっており前年同期に比べ5人、 5. 5%増

加、霊法叢では 187人となっており前年同期に比べ 11人、三一i笠望組、豊よ童盟運送

霊堂では80人となっており前年同期に比べ26人、 48. 1 %増加、鎧童では34人とな

っており前年同期に比べ8人、 30. 8%増加している。

また、その他の業種では、墨童が 11人(熱中症3人を含む)となっており前年同期に比

べて立ム望組、蓑鐘~が 1 8人となっており前年同期に比べてヱム盟主Eしている。

表1 死亡災害発生状況(人)平成22年B月7日混を

平成22年(1月-7月) 平成21年(1月-7月) 平成20年(1月-7月) 対21年比較

業 種 死亡者数(人)構成比仲色)死亡者数(人)構成比(帖)死亡者数(人)構成比伸色)増減数{人)増減率(%)

全 産 業 574 100.0 508 100.0 645 100.0 66 13.0 

製 造 業 96 16.7 91 17.9 137 21. 2 5 5. 5 

鉱 業 4 o. 7 7 1.4 6 0.9 -3 -42.9 

建 設 業 187 32.6 176 34.6 211 32. 7 11 6.3 

交通運 輸 業 7 1.2 2 0.4 19 2.9 5 250.0 

陸上宜物運送業 80 13.9 54 10.6 75 11. 6 26 48.1 

港湾街 役 業 3 0.5 3 0.6 3 0.5 。 。。
林 業 34 5. 9 26 5.1 23 3. 6 B 30.8 

そ の 他 163 28.4 149 29. 3 171 26. 5 14 9.4 

3 業種、事故の型別に分類すると、熱中痕によるものが 17人(とくに建設業においては B

ム)となっており前年同期に比べ 16人(建設業においては7人)増加してい石。また、豊

設業における堅落・転落災害は81人となっており前年同期に比べ 19人、 30.6%増加、

陸上貨物運送事業における交通事故(道路)は47人となっており前年同期に比ベムiム」

豆立ーユゑ護恕している。また、警備業におけるはさまれ a 巻き込まれが 6人となっており、

前年同期に比べて主ム撞恕している。この4裂の災害で、死亡災害が 58入場加している(表

2)。



表2 業種、事故の裂別死亡災害発生状況(人、対前年周期比)平成22年B月7日現在

聾 転 撞 飛 崩 盟 込は 切 踏 お と高 と有 盛 埠 破 火 〆、"(主 理動 そ 分 合

落 個 突 来 捜 喪 まさ れ 誼 jま の温 の害 電 発 裂 提 遭遇 そ通 な作 の 闇 計

さ れま き れ 接・ 穣輯 路事 の事 動白 他 不

転 落 倒 れ れこ 触依 触 )紋 他紋 作E 省主

落 下 壊 巻す 理 動

きれ 物 無

全産業 18 7 -1 11 -1 -4 12 4 01 -6 18 2 。2 2 -1 12 3 。5 o 66 

製造業 2 2 。2 6 4 。。。2 -41 -1 。 3 。。2 。5 

拡業 4 。。。o D 。。o o 。。。。o 。 o 。。o -3 

建設業 19 5 2 51 -11 -6 2 2 01 -3 9 6 。o 11 -6 一2 。。。11 

主通運輸業 。 。。。。O 。。。。。。。。。2 。 。5 

陸よ茸物 -3 。。2 3 2 4 。。。 o 。o 。 17 o 。。26 
軍造事業

港湾荷世業 。o o 。。。 o 。o 。o 。。。。。。o 

林業 -1 。 3 。o 。。o 。。。2 o 。。。8 

その他 7 一2 o 21 -3 -3 9 。一2 6 。 21 -1 ー3 。2 。14 

|証 業種、事故の裂jjlJの分析i

1 .熱中症災害

ゑ旦ヱ旦までに発生した熱中症による死亡者数はユユ主であり、前年間期に比べて 16名

増加している。(労働衛生課による速報では、平成22年9J'l1臼現在で熱中症による死亡者

は33名を確認している。)

2 建設業における墜落・転落災害

(1)建設業における墜落・転落災害81人を起因物別にみると、足場が 19人で前年同期と比

ベて 7人増加、建築物・構築物が 14人で前年同期に比べて 7人増加、はしご等の用具が 1

2人で前年間期に比べて8人増加している(表 2)。

足場からの墜落・転手喜は、うち 9人が手すり先行工法を適用することができないつり足場

の組立て・解体作業中に発生しており、さらにこのうち 8人が橋梁の改修等の際に発生して

いるものであるが、これら災害による前年同期の死亡者はO人である。

建築物・構築物からの墜落災害は、電柱、鉄塔等様々な場所から墜落しているが、なかで

も梁上から 3人が墜落している。また、用具からの墜溶災害の内訳については、はしごが 8

人、脚立が4人で、このうち作業中が 6人、昇降中が 6人であった。



表3 建設業における墜落・転落災害(起因物別) (単位田人)

(平成 22年8月7臼現在)

起因物 H22 H21 増減

14 建設機械等 8 4 

21 動力クレーン等 1 3 

22 動力運搬機 2 

35 電気設備 。
37 用具 12 4 

411 足場 19 12 

413 階段、さん橋 。 3 

414 関口部 3 5 

415 屋根、はり、もや、けた、合掌 14 12 

416 作業床、歩み板 。 4 

417 通路 。 1 

418 建築物、構築物 14 7 

419 その他の仮設物、建築物、構築物等 4 

71 環境等 3 5 

81 62 

+4 

島 2

+1 

+1 

+8 

+7 

-3 

-2 

+2 

41 

+7 

+3 

-2 

+19 

( 2 )建設業における死亡災害を土木・建築等のjjlJでみると、土木が 69人で、前年同期に比べ

て 11人減少、建築が 72人で、前年同期に比べて 5人増加、設備投資等のその他建設業が

46人で、前年同期に比べて 15人増加している。これは、土木等の政府建設投資は減少傾

向にある中、民間住宅投資、設備投資等の民間非住宅建設投資は回復基調にあることと傾向

が一致している(表4)。

表4 建設投資の推移(名目)((財)建設経済研究所))

U{前年持期締t時i)
年度 強事{箆Aるみ) 2009¥ゑ込み〉

凶半期 4'6 7抑 9 10'11 1礼3 ψ6 7ιF 10-11 1う

建設設資 2.4~も 33% 3.1% -4.3% -HU~，!も ー15.6~も -12.酔も -7.4
j
活

4事数約鴇設投資 -63% ，l.6持 6斗h -...，.戸!.~勺J匂 8.9拡 付先 3.5% 21% 
乙史 民苅銭宅投資 ー14.6"も ，1，9% 13.7% 七、~る -73% ，1宣~も -227% 145~も

率 民f潤非1主宅主主投投資 19，(持込 15.l~fQ 5.7% -9_~jも -291ヰ 2食料 .，223% -11酔も

年度 201司(見通し} 2IJ1l (終選し}

凶iι繍 4-6 7-9 I司ャ12 1-3 4-6 7、9 10-11 ト3

建設段議 -õ_1tJ(~ 5.8':. 在1% -6.9% L~ゐ .15ちる 33% 2.8号る

{事 主主，，"建設投資 75弘 193% 22伊Y.g. 2U再， -2L2% -10.8ちら -3.8-'弘 4酔も

l~ 股開設宅投資 8.21!;'争 2J弘 主?叫 主忠告 7浜急 6.7弘 4.5'Pら 1絞る
主幹 民側非住宅建設投資 -lA号る 2.1% 3.6号令 日目 立栴ら 113弘 11.9% 型都込

z:tふ 2009年疲れ~Î立五弱土交通嘗ぎ平成22苧喧建設投資見通L 主怒鳴



3 陸上貨物運送事業における交通事故災害

(1)平成 22年 1月から 7月までの交通事故全体による死亡者数は 3，7 17人であり、前年

度同期の 3， 633人と比べて、 B4人 (2. 3 %)増加しているのに対し、建主基盤運送

事業における交通事故(道路)は47人となっており前年同期に比べ 17人、立立」ユ為星

加している。この問、 トラックによる輸送量は、平成 21年 11月から連続して前年同月を

上回っている(図1)。
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80 
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図1 輸送トン数の前年同月比(国土交通省)

( 2 )陸上貨物運送事業における交通事故をその発生時間帯ごとに分けると、いわゆる深夜業と

される 22時から 5時までの織が 19人で前年度同期の 9人に比べて、大幅に増加している

(表 5)。また、発生状況をみると追突事故が多くなっている。

表5 媛上貨物運送事業における交通事故(時間帯別) (単位 人)(平成22年B月7日現在)

4. その他

(1)製造業

E寺間帯

22時-24(0)時

o時.，..5持

5時-8時

8時-12時

1 2時-16時

1 6時-20時

20時-22時

H22年 H21年 増減

6 5 

13 8 5 

9 8 

4 5 

6 5 

7 2 5 

2 

製造業における死亡者数は 96人となっており前年同期に比べ5人、 5. 5%増加してい

る。この問、鉱工業生産指数は前年同月比 18.2~3 1. 3%のペースで回復してきてお

り(図 2)。
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図2 鉱工業生産指数等の推移

(2 )林業

林業における死亡者数は 34人と前年同期と比べ8人、 3O. 8%増加している。このう

ち 15人が間伐作業中に被災しておりうち、 8人については例年、間伐作業があまり活発に

行われない4月から 7月に被災している。また、 34人のうち経験年数が 3年未満の者は 1

O人おり、このうち年齢が 50代以上の者が 8人を占めている。林業については、建設業等

の他業種からの新規参入(図 3)が増えている傾向にある。
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図3 林業への新規就業者数

(3 )警備業におけるはさまれ・巻き込まれ災害

工事現場等における交通誘導等の業務に従事していた警備業に従事する労働者が、建設

機械、運搬機等にはさまれ・巻き込まれて死亡する災害が 6件発生している。被災した労

働者はいずれも高齢者 (51~70歳)である特徴もある。これらは前年同期では発生し

ていなかった災害である。


